（別紙2）演習の進め方
【目的】
　平常時・非常時の情報共有化について、平常時からの情報の準備、住民・自治体職員のそれぞれの立場での情報への対応などの視点から考える。
【内容】

　新潟県中越沖地震を例に、地理空間情報活用の方法と課題、解決策を考える。
　（配付資料：住民基本台帳、家屋課税台帳、建物被害認定調査結果、住宅地図）

· 目的を共有し、状況を想定する。（10分）
· り災証明とは何か。

· どのような情報が記載されている必要があるか。
· どのような被災者が発生するか。

· 窓口ではどのようなケースで悩まされるか。

· 配られたデータセットから、目的を達成するためのデータ整備を考える。（10分）

· 人・建物・被害に関する情報は、どのデータを参照すればよいか。

· それらのデータは統合可能か。

· り災証明発行準備としての手続き（データ整備の手続き）を考える。（10分）

· どこから各データを入手するのか。

· データ入手するために必要な手続き（個人情報保護やデータの出力方法など）は何か。
· データを入手できたとして、それらのデータ統合はどのようにすれば実現されるか。
· 例外処理は想定できているか。

· 実現を妨げる障害をポストイット（黄）に書き出して、「データセットの構成に関する障害」と「データ管理体制に関する障害」、「その他」に分ける。（個人作業、10分）
· データを統合するために必要な項目はそろっているか。

· データを統合するために必要な体制は整っているか。（関係課との調整、個人情報保護の課題など）

· 大量の被災者情報を処理できるか。

· ポストイットを模造紙上に広げて、各受講生が属する自治体の実態について紹介する。（10分）
· それらの障害を解決する方策を検討する。（15分）

· 検討した内容をポストイット（ピンク）に書き出す。

· 模造紙上の課題（黄のポストイット）の横に貼って整理する。

· グループで整理した結果を取りまとめて発表する。（各班2分程度、計15分）
